
別紙　（介護予防）短期入所生活介護サービス料金表 No.1

令和4年10月1日改定

利用者1割負担（第１～第３段階以外）

要介護度 要支援１ 要支援２ 要介護度１ 要介護度２ 要介護度３ 要介護度４ 要介護度５

１ご契約者のサービス
利用料金 5,664円 7,028円 7,537円 8,274円 9,075円 9,833円 10,570円

２うち、介護保険から
給付される金額 5,097円 6,325円 6,783円 7,447円 8,167円 8,849円 9,513円

３サービス利用に係る
自己負担額（１－２） 567円 703円 754円 827円 908円 984円 1,057円

４.居住費(日額） 2,678円 2,678円 2,678円 2,678円 2,678円 2,678円 2,678円

５食費（食材料費及び
調理費用相当分） 1,445円 1,445円 1,445円 1,445円 1,445円 1,445円 1,445円

６自己負担額合計
（３＋４＋５） 4,690円 4,826円 4,877円 4,950円 5,031円 5,107円 5,180円

利用者２割負担

要介護度 要支援１ 要支援２ 要介護度１ 要介護度２ 要介護度３ 要介護度４ 要介護度５

１ご契約者のサービス
利用料金 5,664円 7,028円 7,537円 8,274円 9,075円 9,833円 10,570円

２うち、介護保険から
給付される金額 4,531円 5,622円 6,029円 6,619円 7,260円 7,866円 8,456円

３サービス利用に係る
自己負担額（１－２） 1,133円 1,406円 1,508円 1,655円 1,815円 1,967円 2,114円

４.居住費(日額） 2,678円 2,678円 2,678円 2,678円 2,678円 2,678円 2,678円

５食費（食材料費及び
調理費用相当分） 1,445円 1,445円 1,445円 1,445円 1,445円 1,445円 1,445円

６自己負担額合計
（３＋４＋５） 5,256円 5,529円 5,631円 5,778円 5,938円 6,090円 6,237円

利用者３割負担

要介護度 要支援１ 要支援２ 要介護度１ 要介護度２ 要介護度３ 要介護度４ 要介護度５

１ご契約者のサービス
利用料金 5,664円 7,028円 7,537円 8,274円 9,075円 9,833円 10,570円

２うち、介護保険から
給付される金額 3,964円 4,919円 5,275円 5,791円 6,352円 6,883円 7,399円

３サービス利用に係る
自己負担額（１－２） 1,700円 2,109円 2,262円 2,483円 2,723円 2,950円 3,171円

４.居住費(日額） 2,678円 2,678円 2,678円 2,678円 2,678円 2,678円 2,678円

５食費（食材料費及び
調理費用相当分） 1,445円 1,445円 1,445円 1,445円 1,445円 1,445円 1,445円

６自己負担額合計
（３＋４＋５） 5,823円 6,232円 6,385円 6,606円 6,846円 7,073円 7,294円



No.2

要介護度 要支援１ 要支援２ 要介護度１ 要介護度２ 要介護度３ 要介護度４ 要介護度５

１ご契約者のサービス
利用料金 5,664円 7,028円 7,537円 8,274円 9,075円 9,833円 10,570円

２うち、介護保険から
給付される金額 5,097円 6,325円 6,783円 7,447円 8,167円 8,849円 9,513円

３サービス利用に係る
自己負担額（１－２） 567円 703円 754円 827円 908円 984円 1,057円

４.居住費(日額） 820円 820円 820円 820円 820円 820円 820円

５食費（食材料費及び
調理費用相当分） 300円 300円 300円 300円 300円 300円 300円

６自己負担額合計
（３＋４＋５） 1,687円 1,823円 1,874円 1,947円 2,028円 2,104円 2,177円

要介護度 要支援１ 要支援２ 要介護度１ 要介護度２ 要介護度３ 要介護度４ 要介護度５

１ご契約者のサービス
利用料金 5,664円 7,028円 7,537円 8,274円 9,075円 9,833円 10,570円

２うち、介護保険から
給付される金額 5,097円 6,325円 6,783円 7,447円 8,167円 8,849円 9,513円

３サービス利用に係る
自己負担額（１－２） 567円 703円 754円 827円 908円 984円 1,057円

４.居住費(日額） 820円 820円 820円 820円 820円 820円 820円

５食費（食材料費及び
調理費用相当分） 600円 600円 600円 600円 600円 600円 600円

６自己負担額合計
（３＋４＋５） 1,987円 2,123円 2,174円 2,247円 2,328円 2,404円 2,477円

保険者（市区町村）への申請により介護保険負担限度額の認定を受けている方は、所得に応じて利用者負担の
軽減措置がありますので、実際負担していただく額は、以下の表のとおりとなります。

利用者負担第１段階　：　例）生活保護受給者等

利用者負担第２段階　：　例）年金８０万円以下の方等

～　介護保険負担限度額認定者（第１～第３段階）のサービス利用料金表　～



No3

要介護度 要支援１ 要支援２ 要介護度１ 要介護度２ 要介護度３ 要介護度４ 要介護度５

１ご契約者のサービス
利用料金 5,664円 7,028円 7,537円 8,274円 9,075円 9,833円 10,570円

２うち、介護保険から
給付される金額 5,097円 6,325円 6,783円 7,447円 8,167円 8,849円 9,513円

３サービス利用に係る
自己負担額（１－２） 567円 703円 754円 827円 908円 984円 1,057円

４.居住費(日額） 1,310円 1,310円 1,310円 1,310円 1,310円 1,310円 1,310円

５食費（食材料費及び
調理費用相当分） 1,000円 1,000円 1,000円 1,000円 1,000円 1,000円 1,000円

６自己負担額合計
（３＋４＋５） 2,877円 3,013円 3,064円 3,137円 3,218円 3,294円 3,367円

要介護度 要支援１ 要支援２ 要介護度１ 要介護度２ 要介護度３ 要介護度４ 要介護度５

１ご契約者のサービス
利用料金 5,664円 7,028円 7,537円 8,274円 9,075円 9,833円 10,570円

２うち、介護保険から
給付される金額 5,097円 6,325円 6,783円 7,447円 8,167円 8,849円 9,513円

３サービス利用に係る
自己負担額（１－２） 567円 703円 754円 827円 908円 984円 1,057円

４.居住費(日額） 1,310円 1,310円 1,310円 1,310円 1,310円 1,310円 1,310円

５食費（食材料費及び
調理費用相当分） 1,300円 1,300円 1,300円 1,300円 1,300円 1,300円 1,300円

６自己負担額合計
（３＋４＋５） 3,177円 3,313円 3,364円 3,437円 3,518円 3,594円 3,667円

朝食 325円 昼食 595円 夕食 525円

利用者負担第３段階①　：　例）年金８０万円超１２０万円以下の方等

※食費の内訳は、以下の表のとおりとなります。ご用意させていただいた分の食事料金を請求させていただきます。
但し、負担限度額が決まっている方については、一日の負担限度額内とさせていただきます。

利用者負担第３段階②　：　例）年金１２０万円超の方等



№4

□ イ：生活機能向上連携加算（Ⅰ）：１月につき100単位

□ ロ：生活機能向上連携加算（Ⅱ）：１月につき200単位

■

12単位

■ ③-ア 常勤の看護師を配置している場合

4単位

■

8単位

□

13単位

■

18単位

□

56単位

□

200単位

□ ⑦ ご契約者が、若年性認知症入所者に該当する場合

120単位

□

8単位 （1日3回を限度とする）

□

184単位

□

　緊急時受入加算：1日につき 90単位

　夜勤職員配置加算Ⅳ：１日につき

⑤ 利用者の居宅を訪問し個別機能訓練計画を作成し、個別機能訓練計画に基づき、利用者の生活向上を目
的とする機能訓練の項目を準備し、理学療法士等が、利用者の心身の状況に応じた機能訓練を提供
したうえで、３ヶ月に１回以上、利用者宅を訪問し、利用者又は家族に計画の進捗状況を説明した場合

⑥ 医師が、認知症を因にして、在宅生活が困難であり、緊急に当該サービスを利用することが適当である
と判断した場合

　認知症行動・心理症状緊急対応加算：１日につき

　若年性認知症入所者受入加算：１日につき

⑧ 主治医から発行された食事箋に基づき、ご利用者の病状等に応じて療養食が提供された場合

　療養食加算：１回につき

⑨ 施地域内の送迎費は、片道184単位のご負担となります。

　送迎加算：片道につき

⑩ 居宅サービス計画において、計画的に行うことになっていない短期入所サービスを緊急に行った場合

　（個別機能訓練計画に基づき個別機能訓練を提供した初回の月に限る）

(１単位： 10.83円）

①外部との連携により、利用者の身体の状況等の評おいて、外部との連携により、利用者の身体の状況等の評価
  を行い、かつ、個別機能訓練計画を作成した場合

　利用者の急性増悪等により当該個別機能訓練計画を見直した場合を除き３月に１回を限度

【加算について】

　個別機能訓練加算：１日につき

　利用者の身体の状況等の評価及び個別機能訓練計画の作成を行っている場合

②事業所が、機能訓練指導員として専任で配置し、かつ、定められた基準以上 配置した場合

　機能訓練体制加算：１日につき

　看護体制加算Ⅰロ：１日につき

③-イ入所者25名に対し看護職員１名の割合以上の看護職員を配置し、かつ、看護職員との２４時間連絡体
制が整備されている場合

　看護職員体制加算Ⅱロ：１日につき

④-ア施設の定める夜間の時間帯（18：00～翌朝10：00）に働く職員数の平均が、厚生労働省の定める基準
を満たした場合

　夜勤職員配置加算Ⅰ：１日につき

④-イ施設の定める夜間の時間帯（18：00～翌朝10：00）に働く職員数の平均が、厚生労働省の定める基準
を満たしたうえで、特定行為従業者が配置している場合

上記要介護度別サービス利用料金以外に、条件に応じて下記の加算料金をご負担いただく場合があります。



№5
□

22単位

□

18単位

□

6単位

□

3単位

□

4単位

■ 　介護職員処遇改善加算（Ⅰ）：１月につき所定単位数の　83/1000　単位

□ 　介護職員処遇改善加算（Ⅱ）：１月につき所定単位数の　60/1000　単位

□ 　介護職員処遇改善加算（Ⅲ）：１月につき所定単位数の　33/1000　単位

■ 　介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）：１月につき所定単位数の　27/1000　単位

□ 　介護職員等特定処遇改善加算（Ⅱ）：１月につき所定単位数の　23/1000　単位

■ 　介護職員等ベースアップ等支援加算：１月につき所定単位数の　16/1000　単位

契約者： 住所

氏名 　印

身元引受人： 住所

氏名 　印

⑪-イ　厚生労働省の定める基準において、介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が100分の60
       以上である場合

西暦　     　　　年　　　　　月　　　　　日

　貴施設より介護福祉施設サービス重要事項説明書・契約書・利用料金について、説明をうけ、同意します。

⑪-ア　厚生労働省の定める基準において、介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が100分の80
　　　 以上、または、勤続10年以上の介護福祉士の職員が100分の35以上である場合

サービス提供体制加算（Ⅰ）：１日につき

認知症専門ケア加算（Ⅰ）：１日につき

サービス提供体制加算（Ⅱ）：１日につき

⑪-ウ　厚生労働省の定める基準において、介護職員の総数のうち、①介護福祉士の占める割合が100分
　　 　の50以上、②常勤職員の占める割合が100分の75以上、③勤続7年以上の職員の占める割合が100分
　　 　の30以上のいづれかに該当する場合

サービス提供体制加算（Ⅲ）：１日につき

　　※なお、サービス提供体制加算を請求する場合は、（Ⅰ）、（Ⅱ）、（Ⅲ）を重複して請求せず、いずれかひとつを算定します。

⑫-ア 認知症高齢者の日常生活自立度Ⅲ以上の者が利用者の100分の50以上であり、認知症介護実践
      リーダー研修修了者を基準以上配置の上、専門的な認知症ケアを実施し、当該事業所の従業員
      に対して、認知症ケアに関する留意事項の伝達又は技術的指導に係る会議を定期的に開催して
      いる場合

⑫-イ　⑫-アの要件を満たし、かつ、認知症介護指導者養成研修修了者を１名以上配置し、事業所全体
       の認知症ケアの指導等を実施の上、介護、看護職員ごとの認知症ケアに関する研修計画を作成し、
       実施又は実施を予定している場合
認知症専門ケア加算（Ⅱ）：１日につき

⑬介護職員の賃金の改善に要する費用の見込み額が、介護職員処遇改善加算の算定見込み額を上回る
　賃金改善に関する計画を策定し、介護職員処遇改善計画書を作成して都道府県知事に届け出る場合

⑭介護職員等の賃金の改善に要する費用の見込み額が、介護職員等特定処遇改善加算の算定見込み額を
  上回る賃金改善に関する計画を策定し、介護職員等特定処遇改善計画書を作成して都道府県知事に
  届け出る場合

⑮別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等の賃金の改善等を実施しているものとして都道
府県知事


